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序　　　　　文

　アルゼンチン共和国は、1990年代に入り、バーゼル条約への加盟に関する法律を制定するなど、

有害廃棄物管理への取り組みを開始しました。アルゼンチン共和国の環境全般に関する調査研究の

機能・権限は国立水研究所が有しています。同研究所は廃棄物処分場の汚染状況評価・修復や汚染

発生源改善の分野において公的機関及び民間企業等への技術指導やコンサルティングサービスを

行っており、環境問題への取り組みの強化から、その能力向上が急務となっています。

　このため、1999年国際協力事業団は積極型環境保全協力（技術協力プロジェクト）のスキームにて

同国で技術協力を実施することとし、1999年12月に第１次環境保全技術調査員を派遣し、背景及び

妥当性を確認しました。その後、アルゼンチン政府は日本政府に対し、有害産業廃棄物管理に関す

る技術協力を要請してきました。

　この要請を受けて、我が国は、2000年４月に第２次環境保全技術調査員を派遣し、プロジェクト

の枠組みを確認したうえで、同年７月に第３次環境保全技術調査員を派遣して技術協力プロジェク

トの内容（活動計画、機材計画等）について協議を行い、プロジェクトの実施計画の詳細を日本・ア

ルゼンチン側双方で策定しました。

　これら３回の環境保全技術調査の結果を踏まえ、2000年11月環境保全策定調査団を派遣し、プロ

ジェクト開始を合意するため討議議事録（R/D）及び協議議事録（M/M）を署名交換しました。

　2000年４月１日に４年間の計画で開始した本プロジェクトでは、2001年10月にプロジェクト開所

式を挙行しました。化学分析・汚染評価については順調に成果をあげており、2003年度からクリー

ナープロダクション技術（化学産業・機械産業）の移転活動が本格化しました。2003年５月に運営指

導調査団（中間評価）を派遣し、現在までの活動実績を整理するとともに、終了時までのプロジェク

ト計画についての見直しを行いました。その結果に合意するため協議議事録（M/M）を署名・交換

しました。

　本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに本調査団の派遣に関して、ご

協力いただいた日本・アルゼンチン両国の関係各位に対し深遠なる謝意を表しますとともに、あわ

せて今後のご支援をお願いする次第です。

　2003年５月

国際協力事業団

　鉱工業開発協力部

部長　中島　行男
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第１章　中間評価の概要

１－１　運営指導調査（中間評価）の経緯と目的

（1）調査団派遣への経緯と実績

アルゼンチン共和国（以下、「アルゼンチン」と記す。）は、1990年代にバーゼル条約への加盟

に関する法律を制定するなど、有害廃棄物管理への取り込みを開始した。一方、同国の環境全

般に関する調査研究の機能・権限は国立水研究所が有するが、同研究所は廃棄物処分場の汚染

状況評価・修復や汚染発生源改善の分野における経験が浅く、アルゼンチンの環境問題への取

り組みの強化に対応する必要性から、その能力向上が急務となっている。

このため1999年JICAは積極型環境保全協力（技術協力プロジェクト）のスキームにて同国で技

術協力を実施することを提案するため、同年12月に第１次環境保全技術調査員を派遣し、問題

の背景及び協力の妥当性を確認した。これを受けて、アルゼンチン政府は、日本政府に対し、

有害産業廃棄物管理に関する技術協力を要請してきた。

この要請を受け我が国は、2000年４月に第２次環境保全技術調査員を派遣し、プロジェクト

の枠組みを確認、同年７月に第３次環境保全技術調査員を派遣して技術協力プロジェクトの内

容（活動計画、機材計画等）について協議を行い、プロジェクトの実施計画の詳細を日本・アル

ゼンチン側双方で策定した。これら３回の環境保全技術調査の結果を踏まえ、2000年11月に環

境保全策定調査団を派遣し、プロジェクト開始を合意するため討議議事録（R/D）及び協議議事

録（M/M）を署名・交換した。

2000年４月１日に４年間の計画で開始した本プロジェクトでは、2001年10月にプロジェクト

開所式を挙行した。化学分析・汚染評価については順調に成果をあげており、2003年度からク

リーナープロダクション技術（化学産業・機械産業）の移転活動が本格化する。2003年で本プロ

ジェクトは３年目を迎え、折り返し地点にある。本調査団を派遣し、現在までの活動実績を整

理するとともに、終了時までのプロジェクト計画（PDM、POなど）の見直しを行う。

（2）本調査団の目的

　1）　本プロジェクト中間地点で成果・活動実績の評価を行う。

　2）　本プロジェクトにおける外部要因及び前提条件を調査し、今後のプロジェクト計画の見直

しを行う。

　3）　プロジェクト終了時までの計画（PDM、PO）を見直す。

　4）　国立水研究所（INA）の今後の自立発展について議論・提言を行う。
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１－２　評価者の構成

氏　名�

高井　政夫�

アルシデス　佐竹�

国際協力事業団　アルゼンチン事務所　所長�

所　属�

国際協力事業団　アルゼンチン事務所　職員�

JICAアルゼンチン事務所員�

氏　名�

不破　雅実�

足立　典彦�

担当分野�

団長／総括�

技術移転計画�

国際協力事業団　鉱工業開発協力部　第二課課長�

所　属�

（財）国際環境技術移転研究センター　企画調査部部長�

監物　順之�評価分析� 中央開発株式会社　海外事業部　取締役事業部長�

若松　英治�協力計画� 国際協力事業団　鉱工業開発協力部　第二課職員�

運営指導調査団員構成�

氏　名�

Oscar Valentine LICO

Raul Antonio LOPARDO

INA総裁�

所　属�

INAプロジェクト及びプログラム長�

Carlos A. GOMEZ INA水利用技術センター（CTUA）所長�

Jorge DURAN INA CTUA Analytical Laboratory of Sustainable Technology（LETS）長�

INA（国立水研究所）�
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１－３　調査団派遣日程
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１－４　主要面談者

５月19日（月）

JICA事務所 ：高井所長、加藤次長、佐竹職員

環境持続開発庁：Ing. Hugo DAVILA

日本大使館 ：大部一秋　公使、高木博康　参事官、城崎和義　二等書記官

水資源局 ：Ing. Hugo AMARELLI局長、Oscar VALENTINO総裁、GOMEZセンター長

５月22日（木）

米州開発銀行（IDB）：ROLAND JIRONプロジェクト長

５月23日（金）

汚染防止・管理局（DPGC）：Ing. Javier MIJANGOS氏

５月26日

合同評価委員会メンバー：別添参照

１－５　評価項目・評価方法

（1）評価の手法

本調査においては、「JICA事業評価ガイドライン　第１版2001年９月」に基づき、JICAのプロ

ジェクト管理に使用されているプロジェクト・サイクル・マネージメント手法（PCM）を使用し

て、評価を実施した。

（2）評価の手順

1）　国内準備作業

①　質問票の作成、送付、回収

本調査開始に先立ち、本プロジェクトの実施内容を取り決めたJICA「アルゼンチン共和

国産業公害防止環境保全策定調査団」団長とINA総裁との間で交換された2000年11月14日

付M/Mに添付されたPDM（プロジェクト計画概要書）に基づき、プロジェクトの進捗状況

や外部条件の状況を中心とした質問票を日本人専門家向け及びアルゼンチン側カウンター

パート（C/P）向けの２種類作成し送付した。質問票に対する回答を回収した結果、プロ

ジェクトが前提とした外部条件に第３章に記述するとおり大きな変化があったことが判明
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し、既存のPDMをそのまま使って評価することは不適切であり、実状を踏まえた評価用

PDM（PDME）を作成し、それに基づいて評価を行う必要が認められた。

②　評価設問の明確化

JICAの事業評価は限られた人員と期間で調査を行うので、評価目的を達成し得るように

調査内容、すなわち実績の確認、実施プロセスの把握、５項目による因果関係の分析をバ

ランス良く組み合わせて調査を行わなければならない。そのためには、いろいろあるなか

で何をこの調査で評価したいのか、最も優先度の高い事項は何か（「評価設問」という）を明

確にすることが重要である。

本件調査にあたり、JICA担当者を中心に国内関係者（JICA担当課、経済産業省、外務

省、国際環境技術移転研究センター関係者、及び調査団員全員）にて勉強会を開催し、協

議した結果、本プロジェクトの背景となる外部条件に大きな変化が認められる状況にかん

がみ、前提条件を確認しつつ「現状に即したPDMEを作成し、それをベースに評価を実施す

ること」、あわせて「現状に加え将来展望を検討したうえでPDM改定案を作成すること」の

２点に設定した。

③ 　調査表（調査グリッド）の作成

原PDMを基にして、本調査に必要な主要な調査項目と情報収集方法を網羅した以下二

種類の調査グリッドを作成した。

ア）計画達成度・実施プロセス調査表（達成度グリッド）

プロジェクトの「活動」「成果」「プロジェクト目標」が計画どおりに順調に進捗・達成し

つつあるか。

イ） 評価調査表（評価グリッド）

評価５項目の視点でフォローアップが終了時までに、意図した結果を得られる可能性

は高いか。目標達成のための貢献要因・阻害要因は何か、軌道修正の必要はあるか。

④　資料レビュー、調査表記入

質問票に対する回答や、国内において入手できる資料をレビューし調査表の項目に対し

資料から判明した内容を調査結果として調査表に記入した。この過程においても原PDM

では現状にそぐわない面があり、調査表がうまく記入できず、PDM改訂の必要が感じら

れた。

2）　現地調査

①　評価用PDM（PDME）の作成

PCM手法においては、プロジェクト管理のツールとして、プロジェクトの主要な要素

（投入、成果、プロジェクト目標、上位目標、それぞれの指標とその入手手段、外部条

件、前提条件）をPDMという計画表を作成し、使用することになっている。PDMはプロ
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ジェクトの事前評価段階で策定されるが、プロジェクトの実施の過程で適宜実情に応じて

見直し、修正が行われるものとされている。PCM手法を用いた評価においては、評価の

実施にさきがけ、これら既存のPDMを整理して評価用PDM（PDMEという。）を作成する

ことになっている。

本プロジェクトにおいては2000年11月に作成されたPDMに対し、その後2001年10月に

実施された運営同調査団によって原PDMでは空白になっていた指標の一部に対して数字

が示されたが他の修正はなされておらず、そのまま使われてきた。本調査においては、こ

の原PDMをベースとしつつも、外部条件の変化（特に本プロジェクトが協力を期待した「マ

タンサ・リアチュエロ川流域環境管理プロジェクト」の実施委員会が、アルゼンチンの経

済不況により活動停止状況にあったこと、2001年２月の大統領令によりC/P機関である

INAの名称、権限等に大きな変化があったことにプロジェクトが対応してこれらの外部条

件を前提とせずに最重要の目標であるアルゼンチンの産業公害防止に資するように活動内

容の軌道修正を図りつつあったことを受け、実施機関及び専門家と相談しつつ評価用PDM

（PDME）を作成し、それに基づいての評価を実施した。

なお、中間評価は当初計画に対する前半の活動の成績簿を作成するのが目的ではなく、

終了時のあるべき姿、すなわちプロジェクト目標の達成とは具体的にどういうことかとい

うことを明らかにし、それに対して評価時点でのあるべき姿（すなわちプロジェクト目標

の到達度）を確認し、プロジェクト目標の達成をより強固にするために、今後における投

入・活動・成果に軌道修正が必要か否かを明らかにすることが目的である。したがって、

本来であれば現状のみならず、アルゼンチンの公害防止行政全般とそのなかにおける実施

機関INAの位置づけに対する将来の展望を含めたPDM改訂版を作成し、それに基づいての

評価を行うべきであったが、限られた時間内の作業であり、今回の調査においては将来の

あるべき姿の調査・検討とそれに基づくPDM改訂版の作成作業と、現在の実状をベース

とした評価が同時並行で行われたため、評価のツールとしてのPDMEは現在の姿をベース

としながら将来のあるべき姿に対する議論の一部を取り込んだもの（すなわち原PDMを

中心とし、それに現状にともなう若干の変更を加えたものとなっている。なおPDMEはあ

くまで調査団が評価の便宜のために使用するツールとして作成したものであり、専門家

やC/Pの意見は聞いてはいるが、プロジェクトの正式PDMの改訂ではなく、PDMの正式

改訂作業は並行して別途行われている。

②　調査グリッド改訂版の作成

作成されたPDMEに基づいて調査グリッドの修正を行った。

③　情報の収集

以下の手段により情報を収集した。
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ア）　プロジェクト関係者との面談調査

JICAアルゼンチン事務所、日本人専門家、アルゼンチン側C/P、INA幹部

イ）　アルゼンチン公害防止関係者との面談調査

環境庁（汚染管理部、計画部、法律顧問）、水資源副庁、国立工業技術研究所、アル

ゼンチン工業連盟、米州開発銀行

ウ）　現場見学

プロジェクトサイト見学（実験室、機材管理状況、教材、カリキュラム調査）、汚染

現場見学（地下鉄駅、廃棄物埋め立て処分場、マタンサ・リアチュエロ川流域）

④　調査結果のまとめ

ア）　団内協議の上、調査結果を評価グリッドにまとめた。グリッドに基づき、評価結果

を記載した合同評価報告書（日本側案）をまとめた。

イ）　アルゼンチン・日本側双方の評価調査団とによる合同評価委員会を開催し、日本側

案を基にアルゼンチン国側と内容を討議し、両者間の合意事項を「合同評価報告書」と

してまとめ、署名・交換した。

ウ）　合同評価報告書を添付したミニッツ案を作成し、アルゼンチン側責任者との間でミ

ニッツを署名・交換した。

（3）評価項目

評価はPDM手法に従い、まずプロジェクトの進捗状況を確認したうえ、以下の５項目（DAC

の評価５項目）の視点から実施した。

1）　妥当性

プロジェクト目標や上位目標がアルゼンチンの開発政策、我が国の援助方針、受益者の

ニーズに合致しているかどうかを判断する。

2）　有効性

成果及びプロジェクト目標の現時点での達成状況、プロジェクト終了時での達成見込み、

及び成果の達成がプロジェクト目標の達成に貢献しているかを判断する。

3）　効率性

投入の時期・質・量等により、成果にどう影響をあたえたか、投入は成果の達成のために

貢献しているか、投入に過不足はなかったか（無駄な投入はなかったか）を判断する。

4）　自立発展性

制度的側面、財政的側面及び技術的側面から、協力終了後も相手国側によりプロジェクト

の成果が継続して維持・発展する見込みがあるかどうかを評価する。
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5）　インパクト

プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果を見るもので

あり、プロジェクト計画時に予期されたあるいは予期されなかったプラスあるいはマイナス

の波及効果を評価する。なお上位目標は計画立案時に「意図した」、「プラスの」インパクトで

ある。
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第２章　プロジェクトの実績と現状

２－１　成果達成状況

調査時点における成果達成の概況を下表に示す。

（1）成果達成度表

成　果�

1. プロジェクト

の運営・管理体

制が確立される�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

2. 機材が適切

に据付、運転、

保守がなされる�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

3. C / Pが汚染

水・土壌・大気

の機器・化学分

析技術を習得

し、ラボが国際

的な資格を得る�

指　標�

　　計画どおりの専門を持つ人員が配

置されている。�

�

�

　　各担当者の役割及び責任が明文化

されている。�

　　業務活動計画書が作成される。�

　　年２回のモニタリング結果が報告

されている。�

　　計画どおりの予算が実際に割り当

てられている。�

　　技術習得度を測るための評価項目

リストが作成・使用されている。�

�

�

�

�

�

　　計画どおり施設改修が完了してい

る。�

　　計画どおりに機材が調達されてい

る。�

　　機材が適正に据付けられている。�

　　１年以内にC/Pが機材の操作及び

維持管理を自立して実施している。�

　　プロジェクト開始１年以内に機材

の操作及び維持管理マニュアルが作成・

使用されている。�

�

　　必要に応じた消耗品が供給されて

いる。�

�

�

　　化学分析の教材が各技術移転開始

前に作成されている。�

　　分析機器の取り扱いマニュアルが

15種以上作成されている。�

　　分析項目ごとの分析マニュアルが

50種以上作成されている。�

達成度�

90�

�

�

�

90�

�

80�

70�

�

�

50�

�

�

90�

�

�

�

�
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�

100�

�
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�

95�

�

�

�
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�

�

�

70�

�

120�

�
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�

1-1 

�

�

�

�

1-2 

�

1-3 

1-4 

�

�

1-5 

�

�

1-6 

�

�

�

2-1�

�

2-2�

�

2-3�

2-4�

�

2-5�

�

�

�

2-6�

�

�

�

3-1�

�

3-2�

�

3-3

�

1-1 

�

�

�

1-2 

�

1-3 

1-4 

�

1-5 

�

1-6 

�

�

�

�

�

�

2-1�

�

2-2�

�

2-3�

2-4�

�

2-5�

�

�

�

2-6�

�

�

�

3-1�

�

3-2�

�

3-3

備　考�

　　現在C/P12名配置。一応適材適所

に配置されている。しかしクリーナー

プロダクションのC/Pは現在幹部が兼

務しており、将来的には専任C/Pが必

要となる。�

　　役割は文書化されている。一部見

直しの必要が予想される。�

　　APOの作成は遅れ気味である。�

　　化学分析は実施、汚染評価は実施

し始めた。クリーナープロダクション

は評価項目を定めた段階である。�

　　アルゼンチンの通貨切り下げに伴

う目減りの対策, 国家予算削減に対す

る対策が必要となる。�

　　化学分析は実施。汚染評価、クリ

ーナプロダクションは実施を開始した

が必要に応じて評価項目の追加・変更

等が必要である。�

　　実験室改修（2001.11）、実験テーブ

ル（2002.7）、エアコン設置（2002.7） 。�

　　一部に若干の遅れがあったがほぼ

計画どおり調達された。�

　　ほぼ計画どおり据え付けられた。�

　　機材の操作・維持管理の研修は完

了。ものにより更に反復習熟が必要。�

　　マニュアルは完成し、使用されて

いる。操作マニュアルは問題ないが、

維持管理については若干追加が必要と

される。�

　　JICAが現地業務費より支出して

いる部分がかなりある。終了時までに

INAが100%供給を目標受託研究の増

加を目指している。�

　　当初予定分はほぼ完成したが一部

追加教材作成検討中。�

　　機器マニュアルは19種類完成して

いる。�

　　分析マニュアルは51種類作成され

た。�
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�

�

�

�

�

�

4．C/Pが汚染

実態の評価･解

明技術を習得す

る�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

５．C/Pが化学・

機械産業分野に

おいて、クリー

ナープロダクシ

ョンに関する技

術を習得する�

�

�

�

�

�

�

�

６．産業公害防

止技術（化学分

析・汚染評価・

クリーナプロダ

クション）に関

する対外普及活

動、対外広報活

動が実施される�

�

�

�

　　機器取扱方法25項目、分析方法55

項目のすべてに対して各項目ごとにそ

れぞれ２名以上のC/Pが技術を習得し

ている。�

　　INAがISO17025の認定を取得しラ

ボ管理体制が強化される。�

　　汚染評価に関する教材が各技術移

転開始前に作成されている。�

　　移転された技術に関するマニュア

ルがプロジェクト終了までに10種以上

作成される。�

　　C/Pがプロジェクト終了までに評

価リアスト20項目のすべてについてレ

ベル３以上、全体の60%がレベル４以

上の水準に達する。�

　　汚染現場の調査・評価記録がプロ

ジェクト終了までに15以上作成される。�

　　バイオレメディエーション報告書

が作成される。�

　　クリーナープロダクションの教材

が各技術移転開始前に作成されている。�

　　プロジェクト終了までに移転され

た技術のマニュアルが10種以上作成さ

れている。�

　　C/Pが化学・機械それぞれの分野

において、評価５項目のすべてについ

て３以上、そのうち２項目について4

以上のレベルに達する。�

　　10社以上を対象にクリーナープロ

ダクションの技術指導を行う。�

　　２社以上を対象にクリーナープロ

ダクションの導入を実施する。�

　　技術移転計画が毎年立案される。�

　　普及用の各技術移転用資料が作成

される。�

　　プロジェクトの活動や成果に関す

るパンフレット、ニュースレター等の

広報資料が作成される�

　　プロジェクトの活動が新聞その他

メディアで紹介される。�

　　技術セミナーや大学等で講演がプ

ロジェクト終了までに８回以上開催さ

れる。�

　　公害防止に関する活動や成果が学

会誌等に10回以上発表される。�

90�

�

�

�

10�

�

100�

�

30�

�

�

�
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�

�

70�

�

20�

�
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�
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�
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�

�
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�

10�

�

30�

�

10�

�

50�

�

�

50�

50�

40�

�

�

　　取り扱ったことのないサンプルの

分析を委託される場合、前処理等の技

術を習得する必要あり。�

�

　　ISOの認定取得に向けての活動を

開始した。�

　　汚染評価に関する教材一冊が完成

している。�

　　現場における汚染評価が進行中で

あり、対象を整理してマニュアルを作

成する予定（現在はまだ完成したもの

はない）。�

　　近日中に中間評価実施予定。�

�

�

　　汚染評価の依頼は現在10件に達し

ている。�

　　委託試験を1件実施した。�

�

　　化学・機械分野の一般的なクリー

ナープロダクションの概念のテキスト

は作成済み。�

　　化学工業分野で１件技術移転がな

されているがマニュアルはまだ作成さ

れていない。�

　　化学、機械それぞれの分野におい

て評価項目を決定した。�

�

　　これまで、３社に対して技術指導

を実施。�

対象となる企業を見出すための活動を

行っている。�

　　対象、内容、産業界のニーズ等調

査段階。�

　　内容検討段階。�

　　プロジェクトの活動内容を示すパ

ンフレットやINAのホームページのほ

かにプロジェクトを紹介するページが

作成された。�

　　既に新聞に３回掲載された。�

　　既に４回実施された。�

　　既に４報発表された。�
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成果達成度表のとおり、プロジェクトを取り巻く政治・経済情勢が決して良好とはいえないなか

で、プロジェクトでは外部条件の変化を克服し、全体としては順調に成果を達成しつつあり、プロ

ジェクト終了時までには所期の成果はすべて達成可能と思われる。

成果達成度表では成果によって達成度にばらつきがあるようにみえるがこれはむしろ当然であ

る。すなわち、成果１（人材の配置、運営体制の確立）及び成果２（機材の整備）は機材を使用しての

技術移転の前提条件ともいえ、この２つがまず先行しておりこの２項目はほぼ達成している。また

成果４（汚染評価）及び成果５（クリーナープロダクション）の技術はその基礎として成果３（化学分

析）の技術を必要とするものであり、プロジェクトではまずC/P全員を対象として化学分析の基本

技術を移転し、その後にC/Pのなかから適任者を選考したうえで汚染評価の技術移転を開始した。

現時点では成果３及び成果４がプロジェクト終了時までに達成されることはほぼ間違いないといえ

る。クリーナープロダクションについては専門家の到着、技術移転の開始が他の項目より遅れたこ

ともあり、現時点での進捗度には遅れが見られる。また、アルゼンチンの経済状況が最悪であり、

産業界の公害対策投資の意欲が低いことも不安要因である。成果６（普及活動・広報活動）のうち広

報活動については問題ない。普及活動は、上述のとおり産業界の投資意欲低迷の問題もあり、懸念

される。今後においては、アルゼンチン工業連盟等の支援を得て一段の努力が必要であろう。

２－２　プロジェクト実施体制

プロジェクト・ディレクター ：INA総裁 Ing. Oscar Valentine LICO

プロジェクト・マネージャー ：CTUA所長 Ing. Carlos A. GOMEZ

プロジェクト・マネージャー補佐：LETSリーダー Ing. Jorge DURAN

２－３　技術移転状況

（1）化学分析

化学分析の技術は多くのC/Pが手がけており、相当なレベルに達していると専門家をはじめ

プロジェクトの多くが判断しており成果はあがっている。

例えば有機分析ではアルゼンチン国内10か所あまりの施設に同一のサンプルを配布して行わ

れた分析コンペではトップクラスの成績をあげている。

この成果は2003年９月に日本（仙台）で行われる分析化学会の年会で発表することになっている。

ちなみに、アルゼンチンにおけるPCBの環境基準は50ppm、ブエノスアイレス地方は更に一

段と厳しくて５ppmということであったが、暫定基準があり2005年までは500ppm、2010年で

50ppmということであった。

ただし、実際は環境監視はなされていないということであり有効性は不明である。

さて、化学分析の技術が好成績を収めているのはよいとして、これは日本側から供与された
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最新の機器を使いこなしているように思われるが十分な基礎的な能力の上に立ってなされてい

るかについては疑問が残る。

このことはC/Pを指導している専門家からも「今は新しい機器に意欲的に取り組んでいるので

よいが習熟した後、どのようにモチベーションを維持させるかが問題」という感想が出ている。

また、ごく基本的なところではガラス器具の取り扱いマニュアルはできているという説明は

あったものの、実際ごく短時間実験室を見ただけでも実験台の上に先端の破損した多くのメス

シリンダーが目についた。これは現に使用しているということであったが、このことはマニュ

アルに不備があるか、そうでなくてもマニュアルが生かされていないということでいずれにし

ても具合が悪いことに変わりはない。

とにかく危険な状態であり、これでは十分な洗浄も期待できない。ガラス細工の設備も人も

いないということであったが、とにかく修理すべきということを言ったらすぐに修理に出され

たということだが対処をしたのはC/Pではなく日本人の専門家ということであった。

ちなみに本件のような場所（採取したサンプルの前処理をするのに使っているということで

あった）と用途では割れる怖れの少ないプラスチック製を使うなり、実験台にストッパーを取

り付けるなりして使うべきであろう。

マニュアルについて一言つけ加えるならば英語でかかれた取扱説明書や法令をスペイン語に

置き換えただけのものを作成して事足れりとするならば短時間で沢山のマニュアルを完成する

ことは難しいことではないだろう。

皆で使いこなす努力を積み重ねて議論しながら、現地の実情に合わせたものを作り出すこと

がマニュアル作りでなければならないとすると問題が残るように思う。

最初に言葉の定義がきちんと決められずにスタートしてしまったことによるのかもしれない

が行政に提言してアルゼンチンの法体系に反映させる、いいかえると作成したマニュアルがそ

のまま国の法（施行細則のようなもの）に取り入れられるレベルであってほしい。

（2）汚染評価

CEAMSE（ゴミ埋立処分場）のサンプリング計画やその実施状況（C/Pの実地訓練等）を多くの

写真を使って説明を受けたあとで実際の現場（ほんの一瞥であったが）にも案内を受けた。

これが計画・方法論を含めてC/Pに定着すれば（理論と実際が伴えば）第一級のものになると

素人ながら実感した。

同じものを川の汚染の把握に使うのが次の段階と考える。

モニターを行うにあたっても、まずはマップの作成から始めることが必要であろう。

マタンサ・リアチェルロ川は短時間で中・下流域の一部を視察させてもらったが場所によっ

て汚染度はかなりの違いが目についた。
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おそらく、季節、気候、工場の稼働時間、川の中の採水位置等考慮すべき条件は多岐にわた

ると思われるが、相当期間のデータを集めて解析しなければそのダイナミックな姿は見えてこ

ないと思う。

信頼性の高い採水マニュアルはこれをベースに作られようし、高度な数学モデルを使うシ

ミュレーションも十分なデータなしにはうまくいかないと予想する。

外見上の差が少ない数多くのサンプルを扱う場合に取り違いのミスを避ける目的でバーコー

ドシステムの導入（ちょっと分野が違うが臨床検査センター等で多用されている）検討を示唆し

たところ、「検討はしたがコスト面で見送った経緯がある。」ということであった。

ISO17025取得を目指すなら再度導入検討を行った方がよいかもしれない。

（3）微生物関係

実験室は時間の関係で見ることができなかった。

話を聞いた限りでは具体的なクリーンルームの汚染チェックは行われていないため文書上の

ものにとどまっているようであった。

この分野は日本からの専門家がいないため地元の大学と連携しているということであったが

この技術を具体的にどこで使うかの議論が先であろう。

（4）クリーナープロダクション

この分野は遅れてスタートしておりC/Pはその評価のための基礎技術（主として化学分析）を

習得しており、そのレベルは高い。

クリーナープロダクション担当としては、これから日本人専門家との共同作業を通じて技術

を習得していく段階である。

（5）最後に

専門家の高い技術は最初の２年間ということを考えれば期待に応えるレベルでC/Pに移転さ

れているものと思われる。

残りの２年間ではこのプロジェクト終了後の展開を見据えて自立的に、例えばアルゼンチン

全土の研究機関・試験機関等にそれぞれの技術を移転し、INA内部のみならずアルゼンチン全

体のレベルを高い位置に保ち、INA自身はその要として全国のネットワークを束ねる、いいか

えるとアルゼンチンの将来の環境を自分たちで決めてそれを実現していくという意識でC/P自

身が行動していくことが大事と考える。
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第３章　評価結果

３－１　評価結果の総括

本プロジェクトにおいては、プロジェクトを取り巻く環境には、経済危機、政権交代　あるいは

カウンターパート（C/P）機関の組織や役割の変更といった事柄が重なり決して良好とはいえない状

況にあったが、そのなかにおいて、これらの変更を与件として受入れ、活動計画に対する必要な軌

道修正を行いながら順調に成果を発現してきていることは高く評価できる。

今後も本報告書における提言等を参考として、プロジェクトの目標を明確に意識し活動を続ける

ことにより、成功裏に協力期間が終了すると思われるが自立発展性には若干の不安が残る。

３－２　評価５項目による分析

評価５項目による分析は以下のとおりである。なお各項目の詳細にについては別添資料１．ミ

ニッツ添付の評価グリッドを参照されたい。

（1）妥当性

1）　本プロジェクトの計画概要（2000年11月14日付　JICA「アルゼンティン共和国産業公害防止

環境保全策定調査団」団長とアルゼンチン国INA総裁との間で交わされたミニッツ添付の

PDM）が策定されてのち、現在までの間にアルゼンチン国の経済危機、政権交代と政府機構

の組織・権限の変更といった本プロジェクトの実施に影響をあたえる重大な変化があり、こ

のため下記の記述のように当該PDMにおいて重要な外部条件とされた条件が実現しないこ

とが明らかになった。

①　計画策定時においてはブエノスアイレス首都圏を流れるマタンサ・リアチュエロ川流域

の汚染が大きな問題となっており、当該流域の環境対策事業が米州開発銀行の支援により

実施されようとしていた。このため本プロジェクトでは当該プロジェクトの実行委員会の

協力を得て、当該流域を技術移転（化学分析・汚染評価・クリーナープロダクション技術）

のOJTの場とする構想であった。しかしながら当該プロジェクトはアルゼンチンの経済危

機の影響により、棚上げとなり当該委員会の活動も停止して当該委員会の協力は望めない

状況になった。（なお、最近に至り、当該プロジェクトから産業公害対策部分を削除し全

体の規模を５億米ドルから２億米ドルに縮小して都市下水整備事業として実施することで

アルゼンチン側と米州開発銀行の間で合意が成立した。）

②　原計画においては、カウンターパート機関であるINAの組織・権限等に大幅な変更がな
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されないことを重要な外部条件としている。実際にはミニッツ署名・交換からプロジェク

ト活動開始の間に、2001年２月９日付にて大統領令　第148/2001号が公布され、これによ

りINAの名称・業務内容に以下の変更がなされた。

〔名称〕

略称　INAは変更ないがフルネームは「国立水・環境研究所」から「国立水研究所」変

更された。

〔業務内容、組織〕

従来のINAの業務、組織から環境行政にかかわる部分（排出規制の執行機関であった汚

染管理部及びバーゼル条約関連業務の執行機関であったバーゼル条約事務局）の業務が

組織・人員ともにINAからはずれ環境庁に移管された。

③　上記大統領令とは直接関係ないがINA内部で本プロジェクトの直接実施部門であった

CTUAの名称が「水利用・環境技術センター」から「水利用技術センター」に変更された。な

おCTUA内部で従来からあった天然水利用研究センターはLECAと命名されて本プロジェ

クトからははなれ、本プロジェクト実施のための機関としてLETSと命名された部門が新

たに設立された。

④　INAの業務からは環境法執行業務がなくなり、INAは形式的には環境庁のみならずすべ

ての行政機関（中央政府、州政府、市政府）及び民間に対し技術サービスを提供する機関と

して位置づけられた。また、国立研究所の独立法人移行が意図され、当面INAに対しては

人件費や土地・建物といった固定費は国家予算で賄われるが、活動経費は技術サービス提

供により、自ら稼ぎ出すことが求められている。

なお、形式的にはどこからでも研究を受託し、経費を稼ぎ出すとなっているが、反面

INAから環境庁に移管された汚染管理部には独自のラボラトリーがなく、汚染管理部が必

要とする技術サービス（水質分析等）はINAがすべて提供すると定められている。

⑤　アルゼンチンにおいては本件調査期間中（2003年５月25日）に大統領が交代した。同国に

おいては大統領が交代すると行政機関の人事や組織が大幅に変更される慣例があることか

ら、現在関係機関の幹部が落ち着かない状況にある。

⑥　米州開発銀行は1994年３月21日より５年間の技術・資金協力「アルゼンチン国環境行政

強化プログラム、Institutional Strengthening Program for Environmental Management」を実

施し3000万米ドルを投入してアルゼンチン国の環境関連の組織、法律、基準等の整備を実施

した。この計画はその後のフォローアップも含め2001年に完了したが、排水基準の設定や違

反に対する罰則等の制度、基準、組織は形式的に整備されたものの、それらを実効するた

めに必要な技術力、またそれらの整備が米国のコンサルタントにより米国の制度や基準の

直訳のかたちで持ち込まれており、これらをアルゼンチンの実状にあわせるために必要な
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技術力が欠如していることもあり、かたちは整ったが実効が伴わない状況となっている。

2）　以上のとおり本プロジェクトを取り巻く状況には大きな変化があったが、これらの変化に

もかかわらず、アルゼンチンにおける産業公害対策の重要性、政策や制度を実効するために

必要な技術力強化の重要性は少しも低下していない。

3）　本プロジェクトのねらいは、「INAの技術力を強化し、アルゼンチンにおいて産業公害対

策が推進されるために、行政当局や産業界が必要な技術サービスが提供できるようになる」

ことにあったと解される。そうであれば上述したように、政治・経済・組織・制度上の変化

があっても、それらの変化は本プロジェクトの妥当性をそこなうものではなく、本プロジェ

クトの妥当性は確保されている。

4）　しかしながら、プロジェクトが意図するところをより明確にするとともに、活動や外部条

件の細部を実状に応じて修正するなどのPDMの改訂が望まれる。

（2）有効性

本プロジェクトの進捗は困難な状況下にもかかわらず順調であり、協力期間終了時までには

プロジェクト目標はおおむね達成される見込みである。また、プロジェクトの成果については

その表現に一部修正を加えることが望ましいが実体的にはすべてプロジェクト目標の実現に有

効に貢献しており、プロジェクトの有効性は高い。

ただし、クリーナープロダクション技術に関しては、アルゼンチン国の経済状況が極めて悪

く、協力期間中にC/Pへの基本的技術移転は可能であっても産業界への普及に関してはどこま

でできるかみえていない状況である。

（3）効率性

日本・アルゼンチン側双方による投入は、一部に若干の遅延あるいは不足がみられるがプロ

ジェクトの効率性を妨げるほどではなく、全体として計画どおり実施されている。本プロジェ

クトに投入された人材・機材のレベルは高く、本プロジェクトの効率性は高い。

（4）インパクト

1）　上位目標

原PDMに記載されたマタンサ・リアチュエロ川の汚染緩和は、米州開発銀行（IDB）支援に

よる同川流域環境改善事業の進捗が停滞しており、現時点では具体的な目標として不適切で

ある。当面この項目は、上位目標から削除されることが望ましい。その他の上位目標がいつ

実現できるかを判断するのは時期尚早であるが、INAの技術力が向上しつつあることは明ら

かであり、プロジェクト終了後５年以内に実現される可能性は高い。
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2）　上位目標以外の正のインパクト

INAに対する水質分析や汚染評価の依頼が増加しつつあり、INA職員のモラルの向上も見

られる。しかしこれらがどの程度定着するかを判断するには時期尚早である。

3）　負のインパクト

現時点では負のインパクトは認められず、また将来的にも予測されない。

（5）自立発展性

1）　技術面での自立発展性

①　化学分析面

C/Pの技術水準は高く、基本的な分析技術の移転はほとんど完了している。今後、特殊

なサンプルの前処理等より難度の高い技術の習得を目指すとともに、品質保証・精度管

理・ラボ・マネージメントといった分野での技術を習得することにより、自立発展性をよ

り強固にすることが望まれる。

②　汚染評価面

専門家の指導下で、すでに10件の汚染現場の評価報告書作成を経験しており、今後、更に

異なった状況にある現場経験を積み重ねることにより自立発展の基礎を固める可能性は高い。

③　クリーナープロダクション

クリーナープロダクション技術は化学分析や汚染評価の基礎の上にたつものであり、

個々の製造現場とそれぞれが異なった状況にあるため多くの経験を積む必要がある。　プ

ロジェクト終了時までに基本的技術の移転は完了すると思われるが自立発展性を獲得する

のに十分な経験の積み上げができるかは、本分野の技術移転の開始が他の分野より遅く開

始されたこともあり、不安が残る。

2）　財務面での自立発展性

アルゼンチンでは国立研究所の独立法人化を指向している。当面のINAについては、土

地、建物、人件費等の固定経費は国家予算で賄われるが活動経費は行政機関や民間企業に対

して提供する技術サービスの対価で賄うことになっている。INAは国立研究所として長い歴

史をもっているが、資金計画や在庫管理については経験が不足しており、将来の財政面での

自立発展性は明らかでない。

3）　制度面での自立発展性

歴史的背景からも環境庁において必要とされる化学分析は将来ともINAが担当するとみられ

るが、環境行政全体のなかでINAの占める役割が明確でない。水質基準や分析方法等、環境行

政が必要とする技術的事項に関してはINAが提言できるような地位を固めることが望まれる。

結論として、自立発展の可能性はあるがINAの一段の努力が必要である。
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第４章 　今後の計画

４－１　団長所感

本件プロジェクトは優秀なC/P機関を相手としており、日本側専門家陣の指導能力も高く活動は

活発に行われている。これまでの２年間の活動で化学分析と汚染評価についてはかなりのレベルの

能力育成が達成されており、次の段階として品質管理やラボ・マネージメントを確立させる課題に

まで進展した。指摘すべき点はC/Pの資質や配置は化学分析に集中していることであり、まずはこ

の分野において大きな進捗をすることが現実的である。

一方、プロジェクトの背景となる外部条件については見通しが難しい点があるため、プロジェク

トの終了後を見据えた展望が描きにくい。背景の条件についての基本的なポイントは以下の５点が

あげられる。

• アルゼンチンの環境政策、特に環境監視体制と工業排出規制については将来像が見えていな

い。工業排出規制については1993年にIDBローンプロジェクトとして７年間の技術協力が始ま

り米国コンサルタントが米国環境保護庁（EPA）の規則をアルゼンチン用に導入しそれが法制化

されている。しかし排出基準の設定方法、水質等のサンプリング・計測・分析の方法論をアル

ゼンチンの実態に照合させることなど、法令執行の面の協力は行われなかった。

• 国立水研究所（INA）の環境部門を担当する水利用技術センター（CTUA）について機構上、整合

しない面がある。

• アルゼンチン工業界の公害防止対策について、大企業は別としても中小企業については対策が

ほとんど講じられていない。

• アルゼンチンの環境問題、公害問題についての社会的認識がいまだ低い。

• アルゼンチンの経済状況については2001年のデフォルトと兌換法の中止に端を発して厳しい財

政・経済規模の緊縮状況にある。

本件プロジェクトは、化学分析技術を基礎として、汚染サイトの汚染状況調査・修復方法の提

言、工業界へのクリーナープロダクション技術の普及を活動の３本柱として計画された。当初は目

標を大ブエノスアイレス州としており、ブエノスアイレス市を流れるマタンサ・リアチュエロ川の

環境対策を軸として、国発行の融資する同河川環境対策プロジェクトと連動し、またバーゼル条約

の批准を受けて有害廃棄物対策を主軸に据えて要請がためされた経緯がある。プロジェクトを開始

した2001年４月以降、銀行預金引出規制に反対する国民暴動（12月）、2002年１月に就任したドゥア

ルデ大統領による1,321億米ドルの公的債務のデフォルト宣言、兌換法の廃止による１米ドル＝１

ペソを定めたドルペッグ制の中止、これによるペソの大暴落（１米ドル＝４ペソまで下落）が発生

し、その影響でプロジェクトの背景条件が大きく変化した。



－19－

本調査団は、背景条件の調査を行い、2001年改訂されたPDMに若干の変更を加えたものを評価

用PDMとして中間評価を行い、またINAの将来像を想定してプロジェクト計画を練り直し、その結

果を踏まえてPDMの再改訂を行った。

INA及びアルゼンチン環境政策の将来展望について以下のとおり議論した。

• 環境モニタリング体制の構築

将来、連邦政府、環境・持続的開発庁が環境モニタリング体制を構築する。州政府においても

法令に基づきモニタリング体制が構築される。これにより発生源モニタリングとアンビエント・

モニタリングが、ラボ・ネットワークの構築とともに機能するようになる。その時点でINAがセ

ントラルラボとして機能することを想定しその方向でキャパシティビルディングが行われる。

• 工業排出規制の実現

工業排出規制については、将来においてINAが分析の標準的方法を策定し政府に提案するこ

と、排出基準についてもINAが実態に即した設定方法を策定し政府に提案するようになること、

また政府によりINAがこれらを行う認定機関となることを想定する。技術協力はその展望を前提

として実施され、分析方法の策定や排出基準の決定方法などが期待される成果に位置づけられ

る。

• 工業界における産業公害防止政策の実現

工業界における産業公害防止政策については経済状況に影響される面が大きいが、将来におい

て大企業のみならず中小企業も公害防止対策がとれるようになることを想定する。プロジェクト

においては、クリーナープロダクション技術を化学工業、メッキ工業等の機械産業を対象とし

て、協力の意向を有する企業を対象に技術導入の支援を行う。C/Pには将来の技術需要の顕在化

を想定して基本的な部分から技術移転を行う。産業公害防止技術については啓蒙普及の必要性が

高いと思われることから、C/P技術普及活動の実態を調査し、また将来的なC/P技術のニーズや

INAによる研修プログラムのニーズを調査する活動を行う。

本中間評価調査団は、アルゼンチン大統領の交代の時期に来亜しており、また同じ時期にINA－

CTUAの別のラボラトリー（ラボ）がISO 17025の審査ミッションを受入れてオーディットを行って

いたため、相手側にも協議を行う余裕が少なかった。また、本件調査団は、プロジェクトの背景条

件となるアルゼンチンの環境行政の実態調査を行い、プロジェクトの評価調査を行い、将来展望を

想定してプロジェクト計画を検討してPDM等を改訂し、さらに、当面行って行くべき対策につい

て検討した。このように多くの基本的な事項を含む調査や協議事項を同時並行で進めざるを得な

かったために、新たに設定したプロジェクト計画（PDM）等についての十分なコンセンサスを形成

するには困難な面があった。今後、当面とるべき対策について以下のとおり協議した。
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•今後早い時期に優秀なPCMコンサルタントを本邦から派遣してワークショップを行い、プロ

ジェクトの課題や計画について共通認識を形成しながら、改訂PDMとそれに基づく活動方針

を再構築していくことが有益であると思われる。

• INAの財政・経営基盤については財務諸表等の基本的情報を提示されなかったため不透明な部

分がある。政府の分権化の下、INAも独立行政法人に類似した機関となっており、将来の活動

の基盤を確保するためにも、経営・財政を強化することが重要である。特にコストの把握、政

府機関や工業界からの発注を含めた事業計画が展望できることは重要となる。この面を補強す

るために、経営・財務のコンサルタントを本邦またはアルゼンチン事務所にて契約してINAに

派遣することも検討する。

• 環境政策については環境・持続開発庁とINAが継続的な連携をとることが大切であり、今次

ミッションの提案を受けてそうした連携の動きが活性化することが期待される。さらに、環境

モニタリング体制や工業排出規制政策の進め方、政策のオプションを日本側から環境庁に提言

していくことがINAの将来展望を実現に近づけるうえでは大切であると思われる。

• 最後にINAによる人材育成の計画、すなわち、アルゼンチンにおける環境対策技術・環境監視

技術の研修センターとしての将来展望である。特に工業界にとってC/Pを含む公害対策技術は

導入の時期や導入技術のオプションが、経営実態に即していることが対策の実現の可能性に影

響する。このため、発端となる対策としては、工業界におけるC/P技術のニーズ、及び公害対

策技術の人材育成・研修計画についてのニーズを何らかのかたちで調査していくことから始め

る必要がある。このためにプロジェクトにおいては手段や調査の内容を検討していくよう期待

する。また、プロジェクトが終了する時期までに南米における南南協力、三角協力、第三国研

修をINAがホストとなって実施することについて、JICAアルゼンチン事務所と相談していくこ

とが必要と思われる。

４－２　調査団議事録（和訳）

本プロジェクトの今後の計画を、調査団議事録の第１章及び第３章に記載した。

目次：

第１章：INA－CTUAの自立発展性に影響を及ぼす外部／前提条件

１．今後のINAの役割：国家・地方政府機関の工業排出規制を支援する機関

２．品質管理に関するINAの能力

３．人材育成機関としての今後のINAの役割

４．PDMについての議論

４．１　プロジェクト目標
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４．２　上位目標

４．３　スーパーゴール

４．４　成果、その他

（１）成果３と５が１つの成果に統合する

（２）成果３に「水」が追加された

（３）成果４に「汚染修復」と「バイオ処理」が追加された

（４）成果５で、下線部が明確化された

（５）成果６に、下線部が追加されることにより明確化された

（６）「品質保証」と「ラボ管理能力」を含む新たな成果７が追加された

第２章：中間評価結果

１．評価５項目による分析

２．評価結果の総括

第３章：今後の対策

１．マタンサ・リアチュエロ川での汚染評価調査

２．クリーナープロダクション活動の普及に関する調査

３．プロジェクト・マネージメント・サイクル（PCM）

４．会計・ビジネス・マネージメント能力向上

５．工業排出規制について「環境と持続開発庁」への政策アドバイザー

６．INAへの追加的投入（機材など）

７．第三国研修

８．人材育成機関

第１章：INA－CTUAの自立発展性に影響を及ぼす外部／前提条件

１．今後のINAの役割：国家・地方政府機関の工業排出規制を支援する機関

2000年11月14日に合意・署名された討議議事録（R/D）、また環境モニタリング技術の将来的需要

の見通しによると、INA（国立水研究所）傘下にあるCTUA（水利用技術センター）の任務は、アルゼ

ンチン政府と工業界にクリーナープロダクション・環境モニタリング・汚染評価・化学分析の産業

公害防止技術サービスを提供することである。
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政府機関への技術サービスの提供については、産業公害防止政策に実行性をもたせるために不可

欠である。特に工場から排水・排気に関する規制では、実行可能なものを提案することが重要であ

る。アルゼンチン政府は、水・大気・土壌汚染を制限するための法律と規制を国際的な基準（アメ

リカのEPAなど）から翻訳・導入した。しかし、アルゼンチンのおいて上規制・法律が機能するた

めには、アルゼンチンの環境状況・政府・工業界の需要・現状煮に適応した規制を設定すること

が、不可欠である。それをするには、INAがアルゼンチン国環境政策で重要な役割を担うには次の

ような手順を踏むことが必要となってくる。

第１に、INAは国内の工業排出に関する水・土壌・大気の汚染状況を明確にするべきである。

第２に、INAは環境基準（PCBや重金属）と、その標準分析方法を確立すべきである。また、INA

はシミュレーションモデルや数学的モデルを適用し、汚染状況と工業排出との相互関係を示すべき

である。

第３に、INAはシミュレーション結果などに基づいて、アルゼンチン政府に対して適用可能な工

業排出規制を提案するべきである。これらの実効性のある工業排出規制は、既存の規制を取って代

わることができる。

第４に、環境モニタリングシステムが、アルゼンチン全体を包括する、法的に構築された体制で

あるべきである。そしてそのシステムの所管庁は環境と持続的開発庁であるべきである。INAは環

境庁と密接な関係を保ち、将来構築されるであろう全国ラボ・ネットワークを総括するセントラ

ル・ラボとして機能するべきである。

アルゼンチンにおいて、汚染状況または汚染源の状況を明確にするためのセントラル・ラボ、及

びレファレンス・ラボを設立することは非常に重要である。環境モニタリングの枠組みにおいて、

セントラル及びレファレンス・ラボとは、地方の研究所とセントラル・ラボを連携するネットワー

クを構築するべきである。INAは、今後連邦政府及び州政府によって構築されるであろう環境モニ

タリングネットワークのなかで、セントラル・ラボの役割を担う体制を整えておかねばならないだ

ろう。

２． 品質保証に関するINAの能力

水利用分析研究所（LECA）は現在ISO17025の資格（化学分析研究所の品質保証に関する国際的資

格）を得るために申請中である。同じく、持続技術分析研究所（LETS）にとっても、２年以内（本プ

ロジェクト終了時まで）にISO17025を取得することは妥当な目標である。ISO認定機関による審査プ

ロセスを通して、INAはより整理され、管理されたラボラトリー運営能力を構築することができる。

ISOを取得する過程で得た能力・システムは、今後、国家的環境モニタリングシステムが構築され

たときにセントラルあるいはレファレンス・ラボとしての地位を固めるために一助するであろう。
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３． 人材育成機関としての今後のINAの役割

INAのプロジェクト目標は、産業公害技術に関する技術サービス提供機関になることである。そ

して将来像は、工業界及び連邦・州政府機関に対して、人材育成機関になることである。2001年に

署名されたR/D内のマスタープランによれば、新たに設立された機関（LETS）の機能は化学分析・

汚染評価・クリーナープロダクションの分野においてコンサルティング機関になる、というもの

だった。それらの分野においてINAが人材育成機関の機能を追加するのは、妥当な方向であると思

われる。

４． PDMについての議論

評価及び調査結果、協議結果に基づき、両政府側はPDMの改訂に合意した。

中間評価調査団による調査結果は、環境政策（特に国家環境モニタリングシステム）の方向性につ

いての見通し（assumption）が必要であるということを示唆させる。現状と将来の展望が明確でなけ

れば、プロジェクト計画のなかのプロジェクト目標と上位目標に一貫性をもたすことは困難にな

る。

よって、PDMは付属資料３の修正PDMのとおり、改訂された（このPDMをPDM2と呼ぶ）。成果

のなかで重複する部分は、関連するPOの部分とともに改訂された。

改訂の部分は下記のとおり。

４．１　プロジェクト目標

INAは化学分析と汚染評価技術を最大限に活用することができ、基礎的なクリーナープロダク

ション技術を習得することができる。INAは将来的な環境モニタリングシステム（ラボ・ネットワー

ク）のなかで、セントラル・ラボの地位に見合う能力を獲得する。また、INAは産業公害防止分野

で技術サービス提供機関になる。つまり、化学分析のレファレンス・ラボ、汚染評価の研究機関、

そしてクリーナープロダクションに関するコンサルティング機関である。

外部条件：

１．環境・持続開発庁が国家環境モニタリングシステムを確立するための政策を準備し導入す

る。その結果、レファレンス・ラボとしてのINAの位置づけと役割が政府によって認められ

る。

２．産業排出規制の執行状況は改善の方向に向かっている。

３．アルゼンチンにおいて、経済状況が今後大幅に悪化しない。

４．環境汚染状況が明かになり、汚染修復活動が国内で促進する。

５．INAは生産省及び工業界と、産業公害防止技術サービスの分野で、協力的な関係を構築す



－24－

る。

プロジェクト目標は、JICAプロジェクト期間中に達成されるべきである。

４．２　上位目標

１．数年後確立される環境モニタリングシステムのなかで、水・土・大気に関する汚染分析情報

が蓄積され、それがアルゼンチン国内での汚染状況の把握につながる。

２．アルゼンチン全土で行われる汚染評価活動の結果、汚染現場の修復活動が導入される。

３．アルゼンチン全土に、クリーナープロダクション技術が普及する。

４．INAは環境技術における地方・地域の人材育成機関になる。

外部条件：

１．アルゼンチンは、セントラル・ラボのINAと全国のラボ・ネットワークを連携する国家環境

モニタリングシステムを構築する。環境・持続開発庁はこの政策策定の中心的な役割を担

う。

２．アルゼンチン政府は効果的な産業排出規制（産業防止側への罰則や、産業防止機器への投資

など）に関する方策を打ち出す。

３．工業界は、クリーナープロダクション技術とエンドオブパイプ技術を導入することにより、

環境政策に追従する。

４．アルゼンチン経済において、大幅な悪化が見られない。

上位目標は、プロジェクト終了後例えば５年、例えば７年後にINAによって達成されるべき目標

である。上位目標は、上記のような「INAの将来像」の議論を基に設定されるべきである。しかし、

上位目標の達成は、外部条件によって左右される可能性が高い。

４．３　スーパーゴール

工業その他活動による公害問題が、右記の実現により著しく改善される。つまり、全国環境モニ

タリングシステムが構築され、工業界による産業公害防止活動が行われ、クリーナープロダクショ

ン技術と排出物処理技術がアルゼンチン全土に普及する。

スーパーゴールはプロジェクト目標、そして上位目標の達成の結果、達成されるべき目標であ

る。

４．４　成果、その他

　　（１） 成果３と５が１つの成果に統合された
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PDM-1：成果３：C/Pが汚染水・土壌の機器・化学分析技術を習得する。

　　　　成果５：C/Pが産業廃水及び有害産業廃棄物の機器・化学分析技術を習得する。

PDM-2：成果３： C/Pが汚染水・土壌・大気の機器・化学分析技術を習得する。

　　（２） 成果３に「水」が追加された

PDM-1：C/Pが汚染水・土壌の機器・化学分析技術を習得する。

PDM-2：C/Pが汚染水・土壌・大気の機器・化学分析技術を習得する。

　　（３） 成果４に「汚染修復」と「バイオ処理」が追加された

PDM-1：C/Pが汚染実態の評価・解明技術を習得する。

PDM-2：C/Pが汚染実態の評価・解明技術と、あるレベルまでの汚染現場修復技術を習得する。

汚染現場の修復技術の移転には、バイオ処理による修復技術も含まれる。

　　（４） 成果５で、下線部が明確化された

PDM-1：C/Pが化学及び機械産業において廃水処理を含めた製造工程改善技術を習得する。

PDM-2：C/Pが科学及び機械産業においてクリーナープロダクションに関連する基礎的技術を習

得する。

　　（５） 成果６に、下線部が追加されることにより明確化された

PDM-1：C/Pが産業公害防止技術普及を目的とした技術移転活動をINAの外部に向けてできるよ

うになる。

PDM-2：C/Pが環境問題に対する国民の認識を高める。また、工業界や政府機関に対して、産業

公害防止技術普及を目的とした技術移転活動を実施し、同技術及び知識を普及する能力

を向上させる。

　　（６） 成果７：「品質保証」と「ラボラトリー管理能力」を含む新たな成果が追加された

PDM-1：この成果は存在しない。

PDM-2：INAはISO17025に申請することを通して、化学分析技術における品質保証のレベルを構

築し、会計管理やビジネス・マネージメントを含むラボラトリー管理能力及びシステム

を強化する。
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第２章：中間評価結果

１．評価５項目による分析

評価５項目による分析は以下のとおりである。なお、各項目の詳細にについては別添資料１．ミ

ニッツ添付の評価グリッドを参照されたい。

１－１　妥当性

（1） 本プロジェクトの計画概要（2000年11月14日付　JICA「アルゼンチン共和国産業公害防止

環境保全策定調査団」団長とアルゼンチン国INA総裁との間で交わされたミニッツ添付の

PDM）が策定されてのち、現在までの間にアルゼンチンの経済危機、政権交代と政府機構の組

織・権限の変更といった本プロジェクトの実施に影響をあたえる重大な変化があり、このため

下記の記述のように当該PDMにおいて重要な外部条件とされた条件が実現しないことが明らか

になった。

1）　計画策定時においてはブエノスアイレス首都圏を流れるマタンサ・リアチュエロ川流域の

汚染が大きな問題となっており、当該流域の環境対策事業が米州開発銀行の支援により実施

されようとしていた。このため本プロジェクトでは当該プロジェクトの実行委員会の協力を

えて、当該流域を技術移転（化学分析・汚染評価・クリーナープロダクション技術）のOJTの

場とする構想であった。しかしながら当該プロジェクトはアルゼンチンの経済危機の影響に

より、棚上げとなり当該委員会の活動も停止して当該委員会の協力は望めない状況になっ

た。（なお最近に至り、当該プロジェクトから産業公害対策部分を削除し全体の規模を５億

米ドルから２億米ドルに縮小して都市下水整備事業として実施することでアルゼンチン側と

米州開発銀行の間で合意が成立した。）

2）　原計画においては、C/P機関であるINAの組織・権限等に大幅な変更がなされないことを

重要な外部条件としている。実際にはM/Mの署名・交換からプロジェクト活動開始の間

に、2001年２月９日付にて大統領令　第148/2001号が公布され、これによりINAの名称・業

務内容に以下の変更がなされた。

〔名称〕

略称：INAは変更ないがフルネームは「国立水・環境研究所」から「国立水研究所」変更され

た。

〔業務内容、組織〕

従来のINAの業務、組織から環境行政にかかわる部分（排出規制の執行機関であった汚染管

理部及びバーゼル条約関連業務の執行機関であったバーゼル条約事務局）の業務が組織・人

員ともにINAからはずれ環境庁に移管された。
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3）　上記、大統領令とは直接関係ないがINA内部で本プロジェクトの直接実施部門であった

CTUAの名称が「水利用・環境技術センター」から「水利用技術センター」に変更された。なお

CTUA内部で従来からあった天然水利用研究センターはLECAと命名されて本プロジェクト

からははなれ、本プロジェクト実施のための機関としてLETSと命名された部門があらたに

設立された。

4）　INAの業務からは環境法執行業務がなくなり、INAは形式的には環境庁のみならずすべて

の行政機関（中央政府、州政府、市政府）及び民間に対し技術サービスを提供する機関として

位置づけられた。また、国立水研究所の独立法人移行が意図され、当面INAに対しては人件

費や土地・建物といった固定費は国家予算で賄われるが、活動経費は技術サービス提供によ

り、自ら稼ぎ出すことが求められている。

なお形式的にはどこからでも研究を受託し、経費を稼ぎ出すとなっているが、反面INAか

ら環境庁に移管された汚染管理部には独自のラボラトリーがなく、汚染管理部が必要とする

技術サービス（水質分析等）はINAがすべて提供すると定められている。

5）　アルゼンチンにおいては本件調査期間中（2003年5月25日）に大統領が交代した。同国にお

いては大統領が交代すると行政機関の人事や組織が大幅に変更される慣例があることから、

現在、関係機関の幹部が落ち着かない状況にある。

6）　米州開発銀行は1994年３月21日より５年間の技術・資金協力「アルゼンチン国環境行政強

化プログラム, Institutional Strengthening Program for Environmental Management」を実施し

3,000万米ドルを投入してアルゼンチンの環境関連の組織、法律、基準等の整備を実施した。

この計画はその後のフォローアップも含め2001年に完了したが、排水基準の設定や違反に対

する罰則等の制度、基準、組織は形式的に整備されたものの、それらを実効するために必要

な技術力、またそれらの整備が米国のコンサルタントにより米国の制度や基準の直訳のかた

ちで持ち込まれており、これらをアルゼンチンの実状にあわせるために必要な技術力が欠如

していることもあり、かたちは整ったが実効が伴わない状況となっている。

（2）以上のとおり本プロジェクトを取り巻く状況には大きな変化があったが、これらの変化にも

かかわらず、アルゼンチン国における産業公害対策の重要性、政策や制度を実効するために必

要な技術力強化の重要性は少しも低下していない。

（3）本プロジェクトのねらいは、「INAの技術力を強化し、アルゼンチンにおいて産業公害対策

が推進されるために、行政当局や産業界が必要な技術サービスが提供できるようになる」こと

にあったと解される。そうであれば上述したように、政治・経済・組織・制度上の変化があっ

ても、それらの変化は本プロジェクトの妥当性をそこなうものではなく、本プロジェクトの妥

当性は確保されている。

（4）しかしながら、プロジェクトが意図するところをより明確にするとともに、活動や外部条件
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の細部を実状に応じて修正するなどのPDMの改訂が望まれる。

１－２　有効性

本プロジェクトの進捗は困難な状況下にもかかわらず順調であり、協力期間終了時までにはプロ

ジェクト目標はおおむね達成される見込みである。また、プロジェクトの成果についてはその表現

に一部修正を加えることが望ましいが実体的にはすべてプロジェクト目標の実現に有効に貢献して

おり、プロジェクトの有効性は高い。

ただし、クリーナープロダクション技術に関しては、アルゼンチン国の経済状況が極めて悪く、

協力期間中にC/Pへの基本的技術移転は可能であっても産業界への普及に関してはどこまでできる

かみえていない状況である。

１－３　効率性

日本・アルゼンチン側双方による投入は、一部に若干の遅延あるいは不足が見られるがプロジェ

クトの効率性を妨げるほどではなく、全体として計画どおり実施されている。本プロジェクトに投

入された人材・機材のレベルは高く、本プロジェクトの効率性は高い。

１－４　インパクト

（1）上位目標

原PDMに記載されたマタンサ・リアチュエロ川の汚染緩和は、IDB支援による同川流域環境

改善事業の進捗が停滞しており、現時点では具体的な目標として不適切である。当面この項目

は、上位目標から削除されることが望ましい。その他の上位目標がいつ実現できるかを判断す

るのは時期尚早であるが、INAの技術力が向上しつつあることは明らかであり、プロジェクト

終了後５年以内に実現される可能性は高い。

（2）上位目標以外の正のインパクト

INAに対する水質分析や汚染評価の依頼が増加しつつあり、INA職員のモラルの向上も見ら

れる。しかし、これらがどの程度定着するかを判断するには時期尚早である。

（3）負のインパクト

現時点では負のインパクトは認められず、また将来的にも予測されない。

１－５　自立発展性

（1）技術面での自立発展性

1）　化学分析面

C/Pの技術水準は高く、基本的な分析技術の移転はほとんど完了している。今後、特殊な
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サンプルの前処理等より難度の高い技術の習得を目指すとともに、品質保証、精度管理、ラ

ボ・マネージメントといった分野での技術を習得することにより、自立発展性をより強固に

することが望まれる。

2）　汚染評価面

専門家の指導下すでに10件の汚染現場の評価報告書作成を経験しており、今後更に異なっ

た状況にある現場経験を積み重ねることにより自立発展の基礎を固める可能性は高い。

3）　クリーナープロダクション

クリーナープロダクション技術は化学分析や汚染評価の基礎の上にたつものであるうえに

個々の製造現場がそれぞれが異なった状況にあるため多くの経験を積む必要がある。プロ

ジェクト終了時までに基本的技術の移転は完了すると思われるが自立発展性を獲得するのに

十分な経験の積み上げができるかは、本分野の技術移転の開始が他の分野より遅く開始され

たこともあり、不安が残る。

（2）財務面での自立発展性

アルゼンチンでは国立研究所の独立法人化を指向している。当面INAについては、土地、建

物、人件費等の固定経費は国家予算で賄われるが活動経費は行政機関や民間企業に対して提供

する技術サービスの対価で賄うことになっている。INAは国立研究所として長い歴史をもって

いるが、資金計画や在庫管理については経験が不足しており、将来の財政面での自立発展性は

明らかでない。

（3）制度面での自立発展性

歴史的背景からも環境庁において必要とされる化学分析は将来ともINAが担当するとみられ

るが、環境行政全体のなかでINAの占める役割が明確でない。水質基準や分析方法等、環境行

政が必要とする技術的事項に関してはINAが提言できるような地位を固めることが望まれる。

結論として、自立発展の可能性はあるがINAの一段の努力が必要である。

１－６　評価結果の総括

本プロジェクトにおいては、プロジェクトを取り巻く環境には、経済危機、政権交代あるい

はC/P機関の組織や役割の変更といった事柄が重なり決して良好とはいえない状況にあった

が、そのなかにおいて、これらの変更を与件として受入れ、活動計画に対する必要な軌道修正

を行いながら順調に成果を発現してきていることは高く評価できる。

今後も本報告書における提言等を参考として、プロジェクトの目標を明確に意識し活動を続

けることにより、成功裏に協力期間が終了するものと思われるが自立発展性には若干の不安が

残る。
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第３章：今後の対策

改訂PDM及びINAの将来計画に一貫性を保つために再設計されたプロジェクト計画に基づき、ア

ルゼンチンの日本側双方は、以下のような対策をとることに合意した。

１．マタンサ・リアチュエロ河での汚染評価調査

プロジェクト開始時、マタンサ・リアチュエロ河の汚染削減は、長期的に達成すべき主目標

のひとつであった。プロジェクトの２年間で、INAはマタンサ・リアチュエロ川の汚染評価を

実施するのに十分な能力を蓄積した。同調査は、現在のマタンサ・リアチュエロの川汚染状況

評価と、汚染と工業その他活動との汚染発生源分析を目標としている。

JICAアルゼンチン事務所はマタンサ・リアチュエロ川の汚染評価調査の実施について検討を

する。TORの草案は作成済みで、今後はINAと協議される予定である。

この調査によって、河の汚染状況について住民の意識が向上し、INAの分析能力が向上する

ことが期待されている。

２．クリーナープロダクションの普及活動に関する調査

JICAアルゼンチン事務所はクリーナープロダクションの普及活動状況についての調査を行

う。この調査は、クリーナープロダクション技術を工業界に普及することを目的とする。INA

は現在クリーナープロダクションに関するニュースレターを発行する予定であり、同調査が

INAのコンサルティング能力についての広報に役立つことが期待される。

３．プロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）

中間評価調査団は、３つの作業を行った。（1）INAの方向性を見定めるために、アルゼンチン

内の環境モニタリング状況について調査し、将来の同国政府の産業公害防止政策についての展

望を調査した。（2）プロジェクト活動の実績を評価した。（3）プロジェクト計画を再設計した（改

訂PDMを参照）。

しかし、中間評価には時間的な制限があり、関係者全員との意見・情報交換が行われなかっ

た。そのため、日本側はPDM、現在の制約、将来の展望、そして環境政策について意見交換

できるよう、PCMワークショップを開催することをアルゼンチン側に提案した。アルゼンチン

側からの要請があれば、JICAはPCMワークショップを実施するために専門コンサルタントを

派遣する。

４．会計・ビジネス・マネージメント協力の必要性

INAは、工業界と連邦・州政府に対してクリーナープロダクション・環境モニタリング・汚
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染評価・化学分析を含む産業公害防止技術を提供する。中間評価の結果によると、経済的安定

性がINAの自立発展性に大きな影響を及ぼす。日本側はINAに、会計能力とビジネス・マネー

ジメント能力強化の支援を提案した。アルゼンチン側からの要請があれば、JICAは同分野での

能力を強化するために、ビジネス・会計専門コンサルタントを派遣する。同協力について、

JICA、INAはそれぞれ各国政府に提案する。

５．環境・持続開発庁へ工業排出規制について提案するための政策アドバイザー

INAが将来アルゼンチンの国家環境モニタリングシステムのなかでセントラル・ラボとして

機能するには、環境・持続開発庁はモニタリングシステムを実行するために的確な工業排出規

制や政策を策定・実施しなければいけない。アルゼンチン側（環境庁）からの要請があれば、

JICAは環境庁に対して政策提言をできる専門家を派遣する。

６．INAへの追加的投入（機材など）

INAのC/Pは、今後、更に創造的な仕事（PCBや重金属などの、環境パラメーターの標準分析

方法の開発、など）が求められる。クリーナープロダクション分野では、汚染を測定するため

に、便利で比較的簡素な機器が必要である。

INAのC/Pが、化学分析の時間を削減し、クリーナープロダクション技術を普及するため、

アルゼンチン政府の要請があればJICAは汚染測定装置や、オートサンプラーのような機材の供

与を検討する。

７．第三国研修

JICA及びINAは、周辺国から研修員を招へいして、環境技術の研修を実施する「第三国研修」

を考案している。JICA、INAの両機関は、各国政府に対して、同活動の将来計画について提案

する。

８．人材育成機関

アルゼンチンでは、人材育成が最も重要な任務のひとつになっている。INAも同様、JICAに対

して人材育成に関する成果の達成を申し出た。日本側は、将来の研修コースを企画する第１ス

テップとして、政府機関と工業界の技術研修に関するニーズの調査を実施するよう、提案した。
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付　属　資　料

１．調査団協議議事録（M/M）

２．投入実績・活動実績の一覧

３．中間評価用のPDMEと修正PDM
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